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1. はじめに 

 わが国では従来から高速道路における設計上の交通容

量を一定値として扱ってきた．ところが近年では，Brilon 

et al.
)，岡村ら2)，Xingら3)の研究が明らかにしているよう

に，実際には広い範囲の交通量で渋滞が発生しており，

交通容量は確率的に変動するものとして捉える考え方が

一般的となりつつある．区間内の各地点で交通容量が確

率的に変動するため，本稿の分析対象区間の例が示すよ

うに様々な地点がボトルネックとなり得る．そのため，

渋滞はある一定の区間の現象として捉える必要があるが，

そのような研究はこれまでのところ見ることはできない．  

そこで，本稿では高速道路における渋滞を，区間にお

ける現象として捉えて分析することを試みた． 

2. 分析対象データ 

分析には，東名高速下り岡崎IC～豊田JCT間(約10.5km，

全区間片側2車線)の5器と豊田JCTランプ部の2006年1箇

年分の車両感知器データを使用する．図3に，車両感知

器の位置とその周辺の縦断勾配を示す．車両感知器デー

タは，交通量，大型車交通量，平均地点速度が車線別に5

分単位で記録されたものである． 

なお，車両感知器は本線上に約2km間隔で設置されて

いるため，ボトルネック(以下，BN)の原因を正確に特定

することはできないが，294KP，296KP，298KPはサグ，

300KPは大型図形情報板，302KPは豊田JCT分流部がBN

の原因となっていると推測される． 

3. 渋滞現象の抽出 

本分析では，平均地点速度が 60km/h以下を 5分以上

の間下回ることを渋滞の発生，その速度低下が起こった

地点を発生地点と定義した．このとき，上流/下流からの

待ち行列の延伸による速度低下は除去している．渋滞の

60km/hという閾値は，各車両感知器の交通量－速度関係

から主観的に妥当な値であると判断した．また，渋滞の

発生地点から渋滞の先頭が移動しないケースだけでなく，

他地点に移動し，渋滞の先頭として安定しているケース

が数多く見られた．そのため，渋滞の先頭として安定す

る地点を定着地点と定義した(ただし，渋滞継続が 15分

間以上のときに限る)． 

表1は，定着が起こった場合の発生/定着パターン別の

頻度である．これより，この区間の渋滞発生は各地点で

起こっているものの，その後 296KPに定着する傾向があ

ることがわかる．つまり，発生地点になりやすい箇所と

定着地点になりやすい箇所は異なるといえる． 

4. 観測された交通容量の分布 

ここでは，発生と定着に関する2つの交通容量を定義

する．1つ目が発生に関わる渋滞発生前交通量(Breakdown 

Flow; BDF)で，渋滞開始時間の直前の時間間隔の交通量

である．図1がその分布である．本稿では，この交通量

が渋滞発生の原因になった交通量であると捉える．2つ目

が定着に関わる渋滞発生後捌け交通量(Queue Discharge 

Flow; QDF)で，渋滞が定着したとき先頭であった地点の5

分間交通量である．図2がその分布である．図中のサン

プル数は，年間の渋滞先頭時間に比例する．  

2つの図を比較すると，QDFに比べてBDFのほうが広

い交通量に分布していることがわかる．筆者ら4)は，BDF

が広く分布する原因について，平日/休日，大型車混入率，

車線利用率，分流率について分析を行っているが，どの

要因も明確な影響がなく，この分布の原因が集計量では

説明できないミクロな要因(個々の車両挙動や車群形成)

によるものであることを確認している．また，対象地点

の中でも分流部(302KP)におけるBDFは，他地点に比べ分

散が明らかに大きいことがわかる．これは，分流部にお

ける独特の車両挙動が影響していると考えられる．  
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表1 発生/定着別の渋滞頻度 

発生地点  

294KP 296KP 298KP 300KP 302KP 

** 
計 

294KP 46 5 3 1 4  59 

296KP 70 48 9 1 16 15 159 

298KP 1 1 5  4  11 

300KP    8   8 

定
着
地
点 

302KP     31 2 33 

計 117 54 17 10 55 17 270 

 
** 発生地点が2地点ある場合 

サンプル数 
294KP 2279 

296KP 4420 

298KP 369 

300KP 272 

302KP 711 

図 1 渋滞発生前交通量(Breakdown Flow)の累積分布 

図2 渋滞発生後捌け交通量(Queue Discharge Flow)の累積分布 

サンプル数 
294KP 218 

296KP 76 

298KP 53 

300KP 32 

302KP 134 
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次に，各分布とサンプル数との関係を見ると，QDFの

分布では，多くの渋滞が定着し渋滞時間も最長である

296KPが2番目に小さくなっている．そのため，QDFが小

さいほど定着しやすく，一旦定着すると渋滞流から回復

しづらいと地点であるといえる．一方，BDFの分布では，

BDFが小さいほど渋滞発生が多いとはいえないことがわ

かる．このことは，観測されたBDFの分布では，渋滞の

発生のしやすさを表現できず，5.で述べるような渋滞発

生確率の考え方が必要であることを示唆している． 

5. 渋滞発生確率曲線の推定 

図1のBDF分布は，渋滞が観測されたときのみの分布

である．しかし，同じ交通量であっても渋滞が発生した

りしなかったりという確率的な事象を含めたBDF分布を

表現するためには，渋滞が発生しなかったときの非渋滞

流交通量も分布の算出に含めるべきである．この非渋滞

流を考慮したBDF分布は，渋滞発生確率曲線と言い換え

ると理解し易い．この渋滞発生確率曲線は，非渋滞流を

考慮した分だけ観測BDF分布(図1)より右側にシフトす

ると考えられる．Brilon et al.1)はこの渋滞発生確率曲線を

算出するために次の2つの方法を示している．これらの方

法はともに非渋滞流のときの交通量は少なくとも交通容

量以下であるという情報を用いて算出している．  

� 最尤法 : 次の尤度を最大化するようなパラメータ推

定を行う．ここでは， )( iqF にワイブル分布を仮定し

ている． 
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� Product-Limit Method (PLM法) : 医療の分野などでよ

く使用される方法で，1から生存確率関数である )(qS

を引いたものが渋滞発生確率となる．  
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)( iqF :渋滞発生前交通量のCDF， q :交通量， ik :交通量

が iq 以上の交通量実現頻度， id :交通量 iq のときの渋滞

発生頻度 
 

これらの方法を用いて推定した交通容量分布が図4で

ある．これより，渋滞発生確率曲線が観測BDF分布に比

べ右に大きくシフトしていることがわかる．PLM法は最

大でも累積確率40%までしか推定できていないが，ワイ

ブル分布を仮定した最尤法とよく合うことがわかる． 

6. 区間における渋滞発生確率の推定 

5.で推定された各地点の渋滞発生確率曲線は各地点が

地点間隔 2km で連続することから，独立ではないと考えら

れる．もし各地点における交通量を， )(21 qnqqq ==== L の

ようにある一定の交通需要と仮定すれば，5.において推

定された確率 )(ˆ qPn は， 

))(1()())(1()(ˆ
11 qPqPqPqP nnnn +− −⋅⋅−=         (3) 

という条件付き確率であると考えられる．そのため，区間内

における地点nの独立な渋滞発生確率を知るためには，こ

の関係式を解いて求める必要がある． 

また，地点ごとの独立な渋滞発生確率を使い，次のように

区間の渋滞発生確率 )(qP区間 を算出することができる． 

∏
=

−−=
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7. おわりに 

本稿では，渋滞の発生と定着を分けて分析し，区間に

おける渋滞現象を明らかにした．また，発生現象に関し

ては地点ごとの渋滞発生確率から区間における渋滞発生

確率を算出する方法について検討を行った．今後は，分

析対象地点数を増やし，渋滞発生確率の要因分析を行っ

ていく予定である． 
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図4 渋滞発生確率曲線 

図1のBDF分布 

最尤法 PLM法 

1.0km 

図3 車両感知器の設置位置と縦断勾配 
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